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●キャンセルについて
・ 開催3営業日前（土日祝日、年末年始を除く）迄に、弊社宛に「会社名／氏名／電話番号／
返金先銀行口座（お振込済みの場合）」を明記の上、FAX.03-3564-2560宛に必ずご連絡くだ
さい。返金手数料として3,000円（1件毎）を申し受けます。なお、開催2営業日前以降のキャ
ンセルにつきましては、全額をキャンセル料として申し受けます。その際には当日配布資料を
参加者宛にご送付いたします。

・お座席は受付順を基本に当方にて指定させていただきます。
・講演中の録音・録画、携帯電話等での通話はお断りいたします。
・講演中のPCの使用は可能ですが、使用の際には周囲へのご配慮を願います。
・ご記入いただいた個人情報は、弊社商品案内ならびにセミナーの適切な運営、参加者間の交
流促進のために利用させていただきます。
・主催者や講師等の諸般の事情により、講師変更や開催を中止する場合がございます。その際
には弊社より参加者にご連絡させていただきます。
・開催中止の場合には受講料を返金いたしますが、それ以外の理由では返金できません。また、
開催中止の際の交通費の払い戻し・キャンセル料の負担はいたしかねます。

●その他ご連絡事項

●お申込者が参加できない場合について
・ 代理者にご出席いただけます。既送の「参加証」と「代理者のお名刺1枚」をご持参のうえ、
当日会場受付までご来場ください。

●参加費のお支払について
	【インターネットでのお申込み】
・ 弊社HP経由でのお申込みに限り、クレジットカード決済か銀行振込かの選択が可能です。な
お、クレジット決済はお申込み時のみ承りますのでご注意ください。銀行振込の場合は、下記
FAXでのお申込みの項目をご一読ください。

・ 当日現金でのお支払いも可能です。お申込フォーム備考欄にその旨をご記入願います。
	【FAXでのお申込み】
・ 参加費は「請求書」到着後、原則として開催3営業日前迄にお振込み願います。
・ お振込みが開催後日になる場合は、左記「振込予定日」欄にご記入ください。
・ お振込手数料は貴社にてご負担願います。
・ 当日現金でのお支払いも可能です。「当日現金支払い希望」欄に✓□印をご記入願います。

・ 【インターネットでのお申込み】弊社HPの該当セミナーページよりお申込みください。詳細は弊
社HPをご覧ください。

・	【FAXでのお申込み】左記「参加申込書」にご記入後、上記FAX番号にてお申込みください。
参加者宛に「参加証／請求書／銀行振込用紙」を郵送いたします。

・ 【開催直前や当日の申込受付】開催直前や当日でも空きがあれば受け付けます。その場合は、
メールまたはFAXにて「受講案内」と「支払方法」をご連絡いたしますので、必ずメールアドレ
スかFAX番号の明記をお願いいたします。

・ 当日は「参加証」をご持参いただき、受付に「お名刺1枚」と共にお渡しください。

●お申込み方法

FAX　　　　　（　　　　　　　）

貴社業種

振込予定日（　　　　月　　　　日）
当日現金支払い希望…□
ご担当者名（　　　　　　　　　　）

地活用における企画提案とは、土地の潜在価値の顕在化にほか
なりません。土地の潜在価値を知るためには、その土地に実際に

足を運んで現地調査を行なうとともに、法的調査・市場調査・利便性・
施設調査を行なったうえで、活用企画そのものの事業性を検討する必要
があります。特に不動産収益の源泉たる賃料に大きく影響する容積率や
建物用途、その他の土地・建物に関する規制についての知識を備えてお
くことは、顧客に対して、より迅速かつ円滑に企画提案をするために重
要となります。
　本セミナーでは、土地・不動産活用の企画・提案時に必要な基本知
識として、現地調査の業務フローから、用途選定の考え方、各種規制、
建物規模を最大限確保するためのポイントについて、一級建築士・不動
産コンサルタントとして多数の経験をもつ秋山英樹氏（㈱ユニ総合計画 

代表取締役）から解説いただきます。土地オーナーや家主などを顧客
に抱える不動産会社の営業パーソンをはじめとした、不動産活用に携わ
る皆様のご参加をお勧めいたします。

土

不動産活用の企画・提案のポイント［入門講座］FAX用 参加申込書

お問合せ先／綜合ユニコム㈱ 企画事業部  ☎03-3563-0099（直通）

下記URLの弊社ホームページからもお申込みできます。
https://www.sogo-unicom.co.jpネットで

お申込み

FAXで
お申込み

左下の申込用紙へ記入し、下記フリーダイヤルへFAX願います。

 0120-05-2560［不通時はFAX.03-3564-2560］

2025年 1月24日（金）13:00～17:00開催日時

都市センターホテル
東京都千代田区平河町2-4-1  ☎03-3265-8211㈹
※詳しい会場案内図は参加証にてお知らせいたします。

会  場

55,000円／1名様  ※消費税及び地方消費税を含む 

48,400円／1名様につき  ※消費税及び地方消費税を含む 
●同一申込書にて２名様以上参加の場合

（テキスト代を含む）

参加費

綜合ユニコム㈱／月刊プロパティマネジメント主  催

等 不動産用途・業種選定の考え方 将来を見据えた土地活用のポイント
不動産活用の考え方とフロー 建物容積など各種規制

建物容積の考え方や
各種規制など、企画・提案時に
必要な基礎知識を解説！

中小ビル（1,000㎡以下の土地）を中心に解説

不動産事業者として、土地・建物を見た際に何を確認すべきか

［入門講座］



綜合ユニコム［不動産マネジメントセミナー］のご案内

あきやま ひでき●東京藝術大学大学院
建築研究科修了。村田政真建築設計事
務所を経て、一級建築士事務所㈱ユニ総
合計画代表取締役。不動産コンサル21
研究会代表や100人の女性インテリアコ
ーディネーター「IC21」を組織化し、暮らし
やすさをデザインに取り込んだリノベーシ
ョンを提案している。100年建築と健康建
物をモットーに、住宅設計をはじめ土地
活用に絡む建築企画・不動産コンサルか
ら建物の設計・監理までを行なう、事業コ
ンサル型の建築家。通算76回・延べ2,100
名超の受講者を数えるロングヒットセミナ
ー「不動産事業収支計画の立て方と計算
手法［基礎講座］」（綜合ユニコム主催）の
講師を長年務める。主な著書に、建築・
不動産営業担当者のバイブルになっている
『実践・建築の企画営業』（清文社）をはじ 
め、『実践賃貸住宅の企画と建設知識』（週
刊住宅新聞社）、『実践・不動産事業の企
画提案』（清文社）、『《建築のプロが教える
知恵と工夫》【Q＆A】建物の基礎知識』（プ
ログレス）等のほか、『［新版］不動産事業
収支の計算手法』（綜合ユニコム）がある。
日本建築学会正会員。

秋山 英樹
株式会社ユニ総合計画
代表取締役  一級建築士

PROGRAM ※適宜休憩を挟みます

不動産事業者のための─

不動産活用の
企画・提案のポイント［入門講座］

綜合ユニコム㈱ 企画事業部
〒104-0031  
東京都中央区京橋2-10-2
ぬ利彦ビル南館 6階
☎03-3563-0099（直通）

お問合せ先

ダイレクトメールの送付先変更・中止は、お手
数ですが、封筒ラベルにご要件を記入の上、
弊社企画事業部（FAX.03-3564-2560）迄ご連
絡ください。
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会場 ●都市センターホテル
　　  　（東京・永田町）金

Ⅲ. 不動産の用途・業種選定の考え方と提案書
● 建物の用途を考える

・ 都市計画による用途規制
 （従前用途が法適合しているとは限らない）

・ 建物の用途規制や面積・近隣状況から
 提案する

● わかりやすい提案書づくり
・ 開発手法から成立可能施設を提案する
・ 開発手法を比較する

・ 開発の方向性と課題を示す
・ 事業の仕組みをわかりやすくする

Ⅳ. 将来を見据えた土地活用
● コンバージョンで利活用

・ コンバージョンのいろいろ ・ 必要不可欠な条件と留意点
● 定期借地権を活用する ・ 定借マンションのスラム化を防止
● 連坦建築物設計制度を利用する ・ 制度の概要と活用法
● 空中権売買を考える

・ アメリカでの空中権売買と事例 ・ 空中権をどう担保するか、契約書と登記
・ 空中権売買の価格はどう決まるか

Ⅱ. 土地・建物に関する規制
● 建物の面積の考え方

・ 都市計画で決められた規制
 （建蔽率／容積率／道路幅員）

・ 建物面積のいろいろ（延べ面積／容積対象床面
積／専有床面積／施工床面積）

● 建築可能面積は容積率や道路幅だけでは決まらない
・ 建築可能床面積に関わる要素
・ 天空率による斜線制限緩和

・ どこの土地を買収するのが一番効率的かを
 演習する

Ⅰ. 不動産活用の考え方とフロー

● 土地活用のいろいろ
・ 土地活用はどうするのか
・ 土地を売る
・ 土地を貸す
・ 土地を貸す場合の注意点

・ 建て替えする場合の注意点
・ 建てて貸す場合の注意点
・ 賃貸建物を建てると、なぜ相続対策になるのか
・ 事例で見る相続税の節税額

● 考え方のフローと各種調査の方法
① 計画地の法規制を調べる
 （用途地域→建蔽率・容積率→日影規制）
② 入手資料と現地の照合
③ 土地の所有者確認を行なう
④ 既存建物を建築計画概要書で確認する
⑤ 既存建物の入居者を確認する
⑥ 現地調査を行なう
⑦ 既存建物の耐震性を確認する

⑧ 耐震診断の前に検討しなければならない
 事項
⑨ コンクリート造・鉄骨造の
 自己診断フローチャート
⑩ 建物診断結果をビル経営に
 どう活用するか
⑪ リノベーションが困難になる時期
⑫ 建て替えないほうがメリットのある場合

● 不動産開発を取り巻く状況
・ 土地の価値・価格とは何か
・ 利用されない土地は「負動産化」
・ 土地に稼がせるのか、建物で稼がせるのか
・ 建築費、エネルギー価格の高騰

・ インスペクションの義務化が始まる
・ 既存物件の取引件数は増加する
・ 賃貸住宅一棟の価格の目安


